
投資用［ワンルーム］マンション
市場動向

C R I  R E P O R T

㈱不動産経済研究所が8月5日に公表した「2026年上半期

及び2025年の首都圏投資用マンション市場動向」によると

2025年1～12月に発売された投資用マンションは85物件

4,034戸で前年（103物件4,241戸）から供給戸数は4.9％下

回った。また、2026年上半期（1～6月）は46物件2,401戸で

前年同期（42物件1,864戸）から供給戸数は28.8％増。年間

の新規供給戸数は2020年の6,260戸から減少傾向。一方、

上半期で比較すると2026年は2022年以来の前年同期比増と

なった  図表1 。

2│地域別供給戸数
㈱不動産経済研究所「BRaiN」を基に首都圏の投資用マン

ションの新規供給戸数を地域別に集計すると、都心6区（都内

1│新規供給戸数 首都圏　投資用マンション供給戸数の推移図表1

資料：（株）不動産経済研究所「投資用マンション市場動向」を基に長谷工総合研究所作成

11		 投資用マンション市場動向

㈱不動産経済研究所によると、2026年上半期（1～6月）に首都圏で発売された
投資用マンションは2,401戸で、前年同期比28.8％増と2022年以来の前年同期比増となった。

一方、長谷工総合研究所の集計では、近畿圏のワンルームマンションは
1,489戸で同24.5％減となった。分譲㎡単価は両圏とも上昇が続く中、
首都圏、近畿圏共に供給エリアの外周化や供給商品内容の変化が見られた。
本稿では、首都圏・近畿圏の投資用マンション市場の動向を整理するとともに、
住宅着工統計から30㎡以下の小規模共同住宅の着工動向を概観する。

首都圏 地域別新規供給戸数図表2

資料：（株）不動産経済研究所「BRaiN」を元に長谷工総合研究所作成
都心6区：千代田区・港区・中央区・新宿区・渋谷区・文京区

▲はマイナス

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月
戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年同期

都心 6区 186 3.9% ▲ 152 140 3.3% ▲ 46 46 1.1% ▲ 94 96 4.0% 78

その他都内 23区 2,370 49.4% ▲ 1,556 2,570 60.6% 200 1,704 42.2% ▲ 866 886 36.9% 45

都下 278 5.8% 157 102 2.4% ▲ 176 113 2.8% 11 39 1.6% ▲ 7

横浜市・川崎市 1,962 40.9% 444 1,236 29.1% ▲ 726 1,798 44.6% 562 1,152 48.0% 431

その他 0 0.0% ▲ 58 193 4.6% 193 373 9.2% 180 228 9.5% ▲ 10

計 4,796 ▲ 1,165 4,241 ▲ 555 4,034 ▲ 207 2,401 537
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資料：（株）不動産経済研究所「BRaiN」を基に長谷工総合研究所作成
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23区のうち千代田区・港区・中央区・新宿区・渋谷区・文京区）は

低調な供給が続いており、2025年は46戸、2026年上半期は

96戸の供給に止まる。その他の区では2025年は1,704戸で前

年より866戸減、2026年上半期は886戸で前年同期から45戸

増。首都圏全体に対する都内23区の戸数構成比は2023年～

2024年は5～6割を占めていたが、2025年以降は4割台へ低

下している。一方、神奈川県のうち横浜市・川崎市は2025年に

前年より562戸増の1,798戸、2026年上半期は前年同期から

431戸増の1,152戸が供給され、首都圏全体に占める構成比は

5割近くに達しており、供給エリアの外周化が進んでいる  図表2 。

3│市区別の供給戸数
2023年以降の市区別の新規供給戸数ランキングでは、都

内23区は江東区、墨田区、葛飾区など下町・城東エリア、品川区、

大田区など。神奈川県では横浜市鶴見区、神奈川区といった

川崎駅から横浜駅にかけてのエリアと横浜市南区、保土ヶ谷区

など横浜西部エリアが上位にある。2026年上半期も同様の傾

向で、横浜市南区が348戸で最も多く、江東区（188戸）、大田区

（182戸）が続く。なお、埼玉県・千葉県では川口市や市川市と

いった東京都に隣接する市が年によってはランクに入る  図表3 。

4│供給商品の動向 
㈱不動産経済研究所「BRaiN」を基に首都圏の投資用マン

ションの供給商品の動向をみると、首都圏の分譲㎡単価は上

昇傾向で推移しており、2025年は前年比2.0％アップの1,366

千円 /㎡。2026年上半期も上昇は継続し、1,456千円 /㎡で

同比6.6％アップ。一方平均面積は縮小傾向にある。2025年

は同1.3％縮小し26.54㎡、2026年上半期も同4.2％縮小し

25.43㎡となった。平均価格は平均面積の縮小もあり2025年

は3,626万円で同比0.8％アップに止まったが、2026年上半

期は同比2.1％アップの3,703万円となった  図表4 。 

5│地域別供給商品の動向 
供給商品の動向を地域別に集計すると、首都圏における新

規供給戸数構成比が高い、（都心6区を除く）その他23区は

2026年上半期では 分譲 ㎡ 単価 が1,463千円 / ㎡で 前年比

6.2％アップしたものの、平均面積は同比6.1％縮小し28.07㎡。

平均価格は同比0.3％ダウンの4,107万円とほぼ横ばいに推移

した。一方、横浜市・川崎市では分譲㎡単価、平均面積共に前

年を下回り、平均価格も同比5.3％ダウンの3,095万円となっ

た  図表5 。 

C R I  R E P O R T

首都圏　投資用マンション 
平均価格・平均面積・分譲単価・推移

図表4

首都圏 地域別 平均価格・分譲単価・平均面積図表 5

資料：（株）不動産経済研究所「BRaiN」を基に長谷工総合研究所作成
都心6区：千代田区・港区・中央区・新宿区・渋谷区・文京区

▲はマイナス

首都圏 市区別 新規供給戸数ランキング図表3

資料：（株）不動産経済研究所「BRaiN」を元に長谷工総合研究所作成

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

順
位 市区 供給

戸数 構成比 市区 供給
戸数 構成比 市区 供給

戸数 構成比 市区 供給
戸数 構成比

1 横浜市
南区 553 11.5% 江東区 435 10.3% 葛飾区 431 10.7% 横浜市

南区 348 14.5%

2 品川区 385 8.0% 大田区 325 7.7% 横浜市
南区 399 9.9% 江東区 188 7.8%

3 横浜市
中区 312 6.5% 墨田区 324 7.6% 江東区 315 7.8% 大田区 182 7.6%

4 川崎市
中原区 307 6.4% 葛飾区 306 7.2% 川口市 307 7.6% 横浜市

神奈川区 176 7.3%

5 墨田区 303 6.3% 台東区 268 6.3% 川崎市
川崎区 300 7.4% 横浜市

保土ケ谷区 172 7.2%

6 横浜市
鶴見区 225 4.7% 横浜市

神奈川区 249 5.9% 横浜市
鶴見区 289 7.2% 横浜市

鶴見区 128 5.3%

7 板橋区 224 4.7% 川崎市
川崎区 215 5.1% 川崎市

中原区 259 6.4% 杉並区 123 5.1%

8 大田区 200 4.2% 杉並区 193 4.6% 大田区 193 4.8% 市川市 116 4.8%

9 中野区 199 4.1% 川口市 193 4.6% 川崎市
幸区 158 3.9% 足立区 94 3.9%

10 横浜市
神奈川区 185 3.9% 中野区 192 4.5% 北区 141 3.5% 墨田区 83 3.5%

平均価格（万円） 分譲㎡単価（千円） 平均面積（㎡）

2023年 2024年 2025年 2026年 
1-6月 前年比 2023年 2024年 2025年 2026年 

1-6月 前年比 2023年 2024年 2025年 2026年 
1-6月 前年比

都心 6区 4,390 5,822 5,271 7,576 43.7% 1,464 1,692 1,741 2,407 38.3% 30.00 34.42 30.28 31.47 4.0%

その他都内 23区 3,566 3,795 4,118 4,107 ▲ 0.3% 1,289 1,327 1,378 1,463 6.2% 27.66 28.61 29.89 28.07 ▲ 6.1%

都下 2,951 3,718 3,494 4,294 22.9% 1,174 1,325 1,243 1,198 ▲ 3.6% 25.13 28.05 28.10 35.84 27.5%

横浜市・川崎市 2,824 3,078 3,269 3,095 ▲ 5.3% 1,180 1,319 1,376 1,365 ▲ 0.8% 23.94 23.33 23.76 22.67 ▲ 4.6%

その他 - 2,642 2,934 3,476 18.5% - 1,292 1,235 1,399 13.3% - 20.45 23.75 24.84 4.6%

首都圏 3,259 3,599 3,626 3,703 2.1% 1,249 1,339 1,366 1,456 6.6% 26.08 26.88 26.54 25.43 ▲ 4.2%
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6│地域別間取り構成比の動向 
地域別の新規供給戸数を住戸単位で間取りにより集計を行

うと、東京都（都心6区、その他都内23区、都下）では近年1K

住戸の構成比が縮小している。中でも都心6区を除く都内23

区では2026年上半期は2K 住戸の構成比が拡大している。㈱

不動産経済研究所「BRaiN」を基に集計すると、同年同地域

の1K は平均面積25.35㎡、2K は25.63㎡であり、2K 住戸

の構成比の拡大による地域の平均面積への影響は少なかった

と考えられる。一方、横浜市・川崎市では2025年を除き、従

前通り1K 住戸が大勢を占めて推移している  図表6 。 

7│首都圏まとめ
首都圏の投資用分譲マンションの供給エリアは横浜市・川

崎市の構成比が拡大するなど外周化している。㈱長谷工ライ

ブネットへのヒアリングによると、シングルタイプの投資用マ

ンションの賃料は2026年9月時点でも上昇が続いている。た

だし、都内23区とそれ以外の地域では、賃料の上昇幅・水準

に大きな差があるとのこと。このため、賃料水準が相対的に

低い横浜市・川崎市では、面積を抑制し、価格の水準を抑えて

いると推測される。一方、都心6区を除く都内23区では、ワン

ルームマンション規制により専有面積の下限が定められてい

る影響もあり、面積縮小による価格調整の幅は限定される。こ

のため販売価格の上昇に対し供給側は1K 住戸を2K 住戸に変

更し居室数を増やすことで顧客に訴求する動きもあった可能

性がある。

C R I  R E P O R T

資料：（株）不動産経済研究所「BRaiN」を基に長谷工総合研究所作成

首都圏 地域別 間取り別新規供給戸数構成比図表6
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近畿圏　ワンルームマンション供給戸数の推移図表7

資料：長谷工総合研究所作成

※分譲ワンルームマンションはワンルームタイプ（含1K住戸）が供給戸数の半分以上を占める物件を指す

▲はマイナス

近畿圏 地域別新規供給戸数図表8

資料：長谷工総合研究所作成
都心6区：大阪市北区・西区・中央区・福島区・浪速区・天王寺区

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月
戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年 戸数 構成比 対前年同期

都心 6区 1,470 49.3% 501 144 5.0% ▲ 1,326 574 13.8% 430 366 24.6% 0

その他大阪市 1,143 38.3% ▲ 327 1,192 41.3% 49 1,874 45.0% 682 961 64.5% 190

京都市 88 2.9% 36 244 8.5% 156 472 11.3% 228 108 7.3% ▲ 288

神戸市 234 7.8% ▲ 285 939 32.6% 705 647 15.5% ▲ 292 0 0.0% ▲ 189

その他主要地域 49 1.6% ▲ 291 365 12.7% 316 602 14.4% 237 54 3.6% ▲ 195

計 2,984 ▲ 366 2,884 ▲ 100 4,169 1,285 1,489 ▲ 482

2025年1～12月に近畿圏で発売されたワンルームマンショ

ンは48物件4,169戸で前年（34物件2,884戸）から供給戸数は

44.6％上回った。また、2026年上半期（1～6月）は1,489戸で

前年同期（1,971戸）から供給戸数は24.5％減。近畿圏の年間の

新規供給戸数は2018年の6,150戸をピークに2020年の2,827

戸まで減少した後、3,000戸前後で推移してきたが、2025年

は2019年（5,134戸）以来の4,000戸台へ回復した  図表7 。

2│地域別供給戸数
近畿圏のワンルームマンションの新規供給戸数を地域別に

集計すると、都心6区（大阪市のうち北区・西区・中央区・福島

1│新規供給戸数 

 近畿圏 

32026 NOVEMBER |



C R I  R E P O R T

区・浪速区・天王寺区）は2023年に1,470戸（構成比49.3％）

を供給した後、2024年は144戸に落ち込み、2025年は574

戸（同13.8％）、2026年上半期は366戸（同24.6％）と前年

同期並みの水準に止まる。一方、その他大阪市は2025年が

前年より682戸増の1,874戸、2026年上半期も前年同期か

ら190戸増の961戸と増加が続き、構成比は6割を超えた。こ

れに対し、京都市は2025年に472戸へ拡大したものの2026年

上半期は108戸（前年同期より288戸減）、神戸市は2025年が

前年より292減の647戸。2026年上半期の神戸市では新規供

給がなく、大阪市が近畿圏全体の9割近くを占めるなど、都心6

区を除く大阪市の増加が目立った  図表8 。

3│市区別の供給戸数
2023年以降 の 市区別 の 新規供給戸数ランキングでは、

2023年は大阪市浪速区が904戸（構成比30.3％）と突出し、西

区、大正区、東成区、淀川区が続いた。2024年以降は神戸市

兵庫区（2024年589戸、2025年593戸）が首位となる一方、

大阪市では大正区、東成区、生野区、東淀川区、西淀川区など

都心6区の外側に位置する区が上位を占めている。2026年上

半期は、大阪市西区が246戸で最も多く、生野区（209戸）、都

4│供給商品の動向 
近畿圏のワンルームマンションの供給商品の動向をみると、

分譲㎡単価は上昇傾向で推移しており、2025年は前年比5.8％

アップの924千円 /㎡。2026年上半期も上昇は継続し、同比

8.9％アップの1,006千円 /㎡と、初めて1,000千円 /㎡台に乗

せた。一方、平均面積は2025年が同0.6％縮小し24.40㎡と

なったものの、2026年上半期は同3.9％拡大し25.34㎡と、

縮小が続く首都圏（25.43㎡）とほぼ同水準となった。平均価

格は2025年が同比5.2％アップの2,254万円、2026年上半

期は単価の上昇に面積の拡大が加わり同比13.1％アップの

2,550万円となった  図表10 。

島区（189戸）、淀川区（168戸）が続き、上位10市区のうち9

市区を大阪市内が占めた。なお、大阪市以外では東大阪市が

2024年178戸、2026年上半期60戸、京都市南区が2025年

327戸と、年によってはランクに入る  図表9 。 

近畿圏 市区別 新規供給戸数ランキング図表9

資料：長谷工総合研究所作成

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

順
位 市区 供給

戸数 構成比 市区 供給
戸数 構成比 市区 供給

戸数 構成比 市区 供給
戸数 構成比

1
大阪市
浪速区 904 30.3%

神戸市
兵庫区 589 20.4%

神戸市
兵庫区 593 14.2%

大阪市
西区 246 16.5%

2
大阪市
西区 258 8.6%

大阪市
港区 445 15.4%

大阪市
大正区 348 8.3%

大阪市
生野区 209 14.0%

3
大阪市
大正区 216 7.2%

大阪市
大正区 225 7.8%

京都市
南区 327 7.8%

大阪市
都島区 189 12.7%

4
大阪市
東成区 201 6.7%

神戸市
長田区 178 6.2%

大阪市
浪速区 310 7.4%

大阪市
淀川区 168 11.3%

5
大阪市
淀川区 196 6.6% 東大阪市 178 6.2%

大阪市
東成区 262 6.3%

大阪市
東淀川区 126 8.5%

6
大阪市
西淀川区 194 6.5%

神戸市
中央区 172 6.0%

大阪市
生野区 244 5.9%

大阪市
西淀川区 120 8.1%

7
大阪市
中央区 169 5.7%

大阪市
東淀川区 162 5.6%

大阪市
東淀川区 237 5.7%

大阪市
浪速区 120 8.1%

8
神戸市
兵庫区 168 5.6%

京都市
南区 150 5.2%

大阪市
阿倍野区 195 4.7%

大阪市
鶴見区 88 5.9%

9
大阪市
港区 123 4.1%

大阪市
都島区 130 4.5%

大阪市
北区 152 3.6%

大阪市
東成区 61 4.1%

10
大阪市
城東区 97 3.3%

大阪市
西区 98 3.4%

大阪市
西淀川区 150 3.6% 東大阪市 60 4.0%

5│地域別供給商品の動向 
供給商品の動向を地域別に集計すると、近畿圏における新

規供給戸数構成比が最も高いその他大阪市は、2026年上半

期では分譲㎡単価が1,021千円 /㎡で前年比7.7％アップ、平

均面積も同比4.4％拡大の24.74㎡となり、平均価格は同比

12.4％アップの2,526万円となった。都心6区は分譲㎡単価が

資料：長谷工総合研究所作成
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近畿圏　ワンルームマンション 
平均価格・平均面積・分譲単価・推移

図表10

近畿圏 地域別 平均価格・分譲単価・平均面積図表 11

資料：長谷工総合研究所作成
都心6区：大阪市北区・西区・中央区・福島区・浪速区・天王寺区

▲はマイナス

平均価格（万円） 分譲㎡単価（千円） 平均面積（㎡）

2023年 2024年 2025年 2026年
1-6月 前年比 2023年 2024年 2025年 2026年 

1-6月 前年比 2023年 2024年 2025年 2026年
1-6月 前年比

都心 6区 2,152 1,995 2,317 2,697 16.4% 875 878 966 1,003 3.8% 24.59 22.72 23.97 26.88 12.1%

その他大阪市 1,987 2,101 2,247 2,526 12.4% 872 891 948 1,021 7.7% 22.79 23.57 23.71 24.74 4.4%

京都市 1,907 2,203 2,251 2,406 6.9% 856 811 867 945 8.9% 22.27 27.17 25.95 25.48 ▲ 1.8%

神戸市 2,040 2,192 2,088 - - 825 879 864 - - 24.73 24.93 24.17 - -

その他主要地域 2,363 2,173 2,396 2,286 ▲ 4.6% 824 844 923 902 ▲ 2.3% 28.70 25.73 25.97 25.34 ▲ 2.4%

近畿圏 2,076 2,143 2,254 2,550 13.2% 868 873 924 1,006 8.9% 23.91 24.55 24.40 25.34 3.9%
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近畿圏 地域別 間取り別戸数構成比図表12

資料：長谷工総合研究所作成
※ 近畿圏はワンルームと1Kを合算して算出

投資用マンションや分譲ワンルームマンションは販売手法

がファミリー向けマンションと異なり、市場規模や動向を把

握することが難しい。そのため、国土交通省「住宅着工統計」

を基に、貸家・共同建および分譲住宅・共同建のうち物件規

模30㎡以下の住戸を集計し、小規模共同住宅の着工動向を

概観する。 

1│全国の着工戸数
全国の貸家・共同建の着工戸数は、2025年が前年比4.1％減

の25万1,703戸、うち30㎡以下は同12.4％減の4万8,322戸と

なった。2026年上半期は貸家・共同建全体が12万7,518戸、う

ち30㎡以下が2万6,163戸で、構成比は20.5％となった  図表13 。

同比3.8％アップの1,003千円 /㎡とその他大阪市を下回った

一方、平均面積が同比12.1％拡大の26.88㎡となったことから、

平均価格は同比16.4％アップの2,697万円まで上昇した。京

都市は分譲㎡単価が同比8.9％アップの945千円 /㎡、平均面

積は同比1.8％縮小の25.48㎡、平均価格は同比6.9％アップ

の2,406万円となった。なお、神戸市は2026年上半期の供給

がない  図表11 。

6│地域別間取り構成比の動向 
地域別の新規供給戸数を住戸単位で間取りにより集計を行

うと（近畿圏はワンルームと1Kを合算）、都心6区ではワンルー

ム・1K 住戸 の 構成比 が2021年 の94.3 ％ か ら2025年 は

82.6％、2026年上半期は66.1％へ縮小する一方、1LDK 住

戸が24.6％、2DK/2LDK 住戸が3.8％へ拡大している。その

他大阪市も同様に、ワンルーム・1K 住戸が2025年の81.4％

から2026年上半期は70.3％へ縮小し、1DK 住戸（9.6％）、

1LDK 住戸（16.5％）の構成比が拡大した。一方、京都市は

2026年上半期のワンルーム・1K 住戸の構成比が90.7％と前年

（70.6％）から拡大しており、地域によって動きが分かれる

 図表12 。

7│近畿圏まとめ
近畿圏では、2025年までは神戸市や京都市、大阪府下で

の新規供給も目立ったが、2026年上半期は大阪市が大勢を

占めている。商品内容を見ると都心6区、その他大阪市共に分

譲㎡単価の上昇に加え、平均面積も拡大したことから、平均

価格も上昇している。㈱長谷工ライブネットへのヒアリングに

よると、大阪市では都心部、外周部共に賃料が上昇しており、

その他の地域と比較して賃料水準も高いとのこと。これにより、

価格や単価の押し上げを支えた一因である可能性がある。また、

2026年上半期は新規供給が限定的だった大阪市以外の地域

についても、一部の地域では着工が続いており、供給戸数は

抑制的ながら継続的に供給が行われると見込まれる。  
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全国　貸家・共同建　着工戸数推移図表13

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成
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全国　分譲住宅・共同建　着工戸数推移図表14

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成
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全国の分譲住宅・共同建の着工戸数は、

2025年が前年比11.5％減の9万1,711戸。

一方、うち30㎡以下は同10.6％増の1万

342戸となり、構成比は11.3％へ拡大した。

2026年上半期は分譲住宅・共同建全体が4

万1,422戸、うち30㎡以下が5,338戸で、

構成比は12.9％まで拡大した  図表14 。

2│圏域別の着工戸数
30㎡以下の貸家・共同建を圏域別にみる

と、2025年は首都圏が前年比8.7％減の3

万1,709戸、近畿圏が同11.7％減の7,609

戸。2026年上半期は首都圏が1万8,537戸

で全国の70.9％を占めた一方、近畿圏は

3,010戸、同11.5％に低下しており、首都

圏への集中が強まっている  図表15 。

都府県別では、2026年上半期の首都圏

は東京都6,205戸、神奈川県5,356戸、埼

玉県3,554戸、千葉県3,422戸で、千葉県

は前年同期比79.6％増となった。近畿圏

は大阪府が1,754戸で58.3％を占める一

方、京都府は前年同期比72.4％増の736

戸、大阪府・兵庫県は前年同期を下回った
 図表16 。

30㎡以下の分譲住宅・共同建は、2025

年に首都圏が前年比27.1％増の5,890戸、

近畿圏が同17.6％増の3,529戸となった。

2026年上半期は首都圏が3,508戸で全国

の65.7％、近畿圏が1,830戸で同34.3％を

占めた  図表17 。

都府県別では、2026年上半期の首都圏

は神奈川県が2,001戸で57.0％を占め、東

京都830戸、埼玉県426戸、千葉県251戸

となった。近畿圏 は 大阪府 が1,558戸で

85.1％を占め、兵庫県は272戸、京都府お

よび滋賀・奈良・和歌山県は供給がなかった
 図表18 。

3│市区別の着工戸数
首都圏 の 貸家・共同建（30 ㎡ 以下 ）は、

2025年に足立区1,538戸、川口市1,210戸、

葛飾区987戸が上位となった。2026年上半

期は船橋市854戸、足立区786戸、川口市

635戸が上位となり、都内23区に加えて周

辺都市でも着工が目立つ。分譲住宅・共同建

（30㎡以下）は、2025年に横浜市南区746戸、
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圏域別　貸家・共同建　30㎡以下住戸着工戸数と構成比図表15

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年
同期比

東京 12,483 43.9% ▲ 6.7% 13,701 39.5% 9.8% 11,832 37.3% ▲13.6% 6,205 33.5% 12.5%

神奈川 7,748 27.2% 16.7% 9,612 27.7% 24.1% 9,427 29.7% ▲ 1.9% 5,356 28.9% 31.1%

埼玉 4,452 15.6% 33.1% 5,752 16.6% 29.2% 6,263 19.8% 8.9% 3,554 19.2% 29.7%

千葉 3,767 13.2% ▲ 7.0% 5,657 16.3% 50.2% 4,187 13.2% ▲ 26.0% 3,422 18.5% 79.6%

首都圏計 28,450 100% 3.8% 34,722 100% 22.0% 31,709 100% ▲8.7% 18,537 100% 30.1%

大阪 5,024 69.5% ▲11.3% 6,075 70.5% 20.9% 4,699 61.8% ▲22.7% 1,754 58.3% ▲15.0%

兵庫 1,210 16.7% 5.8% 989 11.5% ▲18.3% 1,296 17.0% 31.0% 450 15.0% ▲36.4%

京都 629 8.7% ▲16.9% 1,000 11.6% 59.0% 1,274 16.7% 27.4% 736 24.5% 72.4%

滋賀・奈良・
和歌山 370 5.1% 47.4% 556 6.5% 50.3% 340 4.5% ▲38.8% 70 2.3% ▲67.3%

近畿圏計 7,233 ▲7.5% 8,620 19.2% 7,609 ▲11.7% 3,010 ▲11.8%

 都府県別　貸家・共同建　30㎡以下住戸着工動向図表16

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成
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40.140.1 41.841.8 41.541.5 42.942.9 44.544.5 42.942.9 43.943.9

32.132.1 34.134.1 34.334.3

圏域別　分譲住宅・共同建　30㎡以下住戸着工戸数と構成比図表17

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

都府県別　分譲住宅・共同建　30㎡以下住戸着工動向図表18

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年
同期比

東京 799 17.8% ▲ 53.4% 602 13.0% ▲ 24.7% 1,173 19.9% 94.9% 830 23.7% 67.3%

神奈川 2,255 50.3% 8.0% 2,704 58.4% 19.9% 3,335 56.6% 23.3% 2,001 57.0% 30.2%

埼玉 701 15.6% 153.1% 985 21.3% 40.5% 783 13.3% ▲ 20.5% 426 12.1% 67.7%

千葉 729 16.3% 174.1% 342 7.4% ▲ 53.1% 599 10.2% 75.1% 251 7.2% ▲ 46.9%

首都圏計 4,484 100% 3.2% 4,633 100% 3.3% 5,890 100% 27.1% 3,508 100% 27.1%

大阪 3,712 74.2% 595.1% 2,865 95.5% ▲ 22.8% 2,781 78.8% ▲ 2.9% 1,558 85.1% 7.9%

兵庫 1,169 23.4% 251.1% 72 2.4% ▲ 93.8% 663 18.8% 820.8% 272 14.9% ▲ 32.7%

京都 123 2.5% - 0 0.0% - 85 2.4% - 0 0.0% -

滋賀・奈良・
和歌山 0 0.0% - 63 2.1% - 0 0.0% - 0 0.0% -

近畿圏計 5,004 477.2% 3,000 ▲ 40.0% 3,529 17.6% 1,830 ▲ 1.0%
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C R I  R E P O R T

これらの地域で小規模貸家の着工戸数が多い背景には、木造

共同住宅の着工が下支えしていることがうかがえる。

4│着工まとめ 
小規模共同住宅は、首都圏では都内23区および横浜市・川

崎市、近畿圏では大阪市を中心に、今後も供給が続くと見込

まれる。また、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数

の将来推計（都道府県別推計）令和6（2024）年推計」によると、

単独世帯数は東京都では2040年まで、神奈川県、大阪府で

は2035年まで増加すると見込まれる。このため、単身者を主

な入居対象とする小規模共同住宅の需要は、引き続き底堅く

推移すると考えられる。

関口栄輝（Sakaki_Sekiguchi@haseko.co.jp）

髙木潤（Jun_Takagi@haseko.co.jp） 

川口市526戸、横浜市神奈川区493戸、2026年上半期は横浜

市鶴見区389戸、稲城市281戸、横浜市港北区279戸が上位

となり、横浜市や東京都、埼玉県が中心となっている  図表19 。

近畿圏の貸家・共同建（30㎡以下）は、2025年に東大阪市

609戸、大阪市城東区399戸、神戸市兵庫区367戸が上位と

なった。2026年上半期は京都市伏見区456戸、大阪市東成

区239戸、大阪市西淀川区185戸が上位となり、大阪市外に

も着工が広がっている。分譲住宅・共同建（30㎡以下）は、

2025年に大阪市港区446戸、大阪市西淀川区333戸、大阪

市生野区317戸、2026年上半期は大阪市生野区307戸、東

大阪市278戸、大阪市浪速区216戸が上位となり、大阪市と

その周辺に集中している  図表20 。

なお、貸家・共同建全体の構造別内訳をみると、木造の構成

比は足立区、葛飾区が30％台、東大阪市が40～50％台と、

都内23区および大阪市の平均である15％前後を大きく上回る。

＃ワンルームマンション  ＃投資用マンション  ＃着工戸数  ＃価格動向  ＃間取り別

近畿圏 市区別 着工戸数ランキング図表20

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

首都圏 市区別着工戸数ランキング図表19

貸家・共同建 30㎡以下

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

市区 着工
戸数 市区 着工

戸数 市区 着工
戸数 市区 着工

戸数

1 足立区 1,600 足立区 1,915 足立区 1,538 船橋市 854

2 杉並区 909 葛飾区 1,253 川口市 1,210 足立区 786

3 葛飾区 906 川口市 1,126 葛飾区 987 川口市 635

4 板橋区 904 大田区 1,122 板橋区 962 横浜市
港北区 618

5 川口市 818 横浜市
南区 1,076 杉並区 958 葛飾区 599

6 船橋市 772 船橋市 992 相模原市 948 杉並区 577

7 練馬区 745 板橋区 963 横浜市
南区 933 相模原市 521

8 松戸市 690 練馬区 873 練馬区 785 市川市 487

9 江戸川区 666 松戸市 860 大田区 765 横浜市
鶴見区 485

10 大田区 655 相模原市 844 江戸川区 713 所沢市 442

分譲住宅・共同建 30㎡以下

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

市区 着工
戸数 市区 着工

戸数 市区 着工
戸数 市区 着工

戸数

1 川口市 577 横浜市
南区 477 横浜市

南区 746 横浜市
鶴見区 389

2 千葉市
中央区 381 川口市 349 川口市 526 稲城市 281

3 横浜市
南区 371 横浜市

鶴見区 310 横浜市
神奈川区 493 横浜市

港北区 279

4 横浜市
鶴見区 290 横浜市

保土ヶ谷区 238 川崎市
中原区 372 横浜市

南区 274

5 市川市 254 横浜市
中区 192 葛飾区 298 川崎市

川崎区 228

6 横浜市
中区 226 船橋市 180 横浜市

鶴見区 297 川口市 156

7 横浜市
港北区 222 戸田市 178 川崎市

川崎区 272 八王子市 155

8 川崎市
川崎区 217 和光市 176 浦安市 205 横浜市

保土ヶ谷区 150

9 葛飾区 195 横浜市
神奈川区 173 横浜市

保土ヶ谷区 186 蕨市 140

10 横浜市
神奈川区 139 川崎市

川崎区 173 横浜市
西区 167 市川市 140

貸家・共同建 30㎡以下

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

市区 着工
戸数 市区 着工

戸数 市区 着工
戸数 市区 着工

戸数

1 東大阪市 806 東大阪市 739 東大阪市 609 京都市
伏見区 456

2 神戸市
兵庫区 410 大阪市

東成区 521 大阪市
城東区 399 大阪市

東成区 239

3 大阪市
浪速区 394 大阪市

西淀川区 447 神戸市
兵庫区 367 大阪市

西淀川区 185

4 茨木市 348 大阪市
浪速区 438 大阪市

西区 346 大阪市
港区 179

5 吹田市 329 尼崎市 412 枚方市 280 神戸市
兵庫区 171

6 大阪市
城東区 290 大阪市

大正区 377 大阪市
淀川区 274 大阪市

東淀川区 130

7 大阪市
淀川区 281 大阪市

城東区 377 大阪市
東淀川区 258 東大阪市 125

8 大阪市
東住吉区 269 大阪市

淀川区 291 神戸市
中央区 226 大阪市

東住吉区 100

9 尼崎市 233 大阪市
東淀川区 253 大阪市

北区 225 大阪市
淀川区 96

10 大阪市
住之江区 198 京都市

上京区 213 大阪市
生野区 220 泉佐野市 88

分譲住宅・共同建 30㎡以下

2023年 2024年 2025年 2026年 1-6月

市区 着工
戸数 市区 着工

戸数 市区 着工
戸数 市区 着工

戸数

1 神戸市
兵庫区 777 大阪市

東成区 433 大阪市
港区 446 大阪市

生野区 307

2 大阪市
東淀川区 700 大阪市

西淀川区 386 大阪市
西淀川区 333 東大阪市 278

3 大阪市
港区 576 大阪市

浪速区 319 大阪市
生野区 317 大阪市

浪速区 216

4 大阪市
浪速区 340 大阪市

淀川区 228 神戸市
兵庫区 298 神戸市

兵庫区 186

5 大阪市
淀川区 240 大阪市

都島区 195 大阪市
西区 273 大阪市

東淀川区 185

6 大阪市
住吉区 210 大阪市

大正区 184 大阪市
東淀川区 232 大阪市

淀川区 156

7 神戸市
中央区 207 大阪市

城東区 166 神戸市
中央区 190 大阪市

北区 147

8 東大阪市 199 大阪市
平野区 113 大阪市

住吉区 157 大阪市
西区 100

9 大阪市
生野区 148 大阪市

旭区 104 大阪市
旭区 154 大阪市

西淀川区 91

10 尼崎市 137 堺市堺区 104 大阪市
阿倍野区 148 神戸市

長田区 86
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